
JP 2015-152603 A 2015.8.24

(57)【要約】
【課題】可能な限り精密であるタイムベースを製造する
。
【解決手段】時計の共振器機構（１）の周波数をその固
有周波数（ω０）付近に維持及び調節する方法に関する
。レギュレータデバイス（２）は、周期的運動を有する
上記共振器機構（１）に作用し、この周期的運動は、上
記固有周波数（ω０）の整数倍の値の０．９～１．１倍
である調節周波数（ωＲ）によって、上記共振器機構（
１）が備えるゼンマイの有効長さに対する少なくとも１
つの調節を行うことによって、上記共振器機構（１）の
共振周波数の周期的な変調を行う。ここで上記整数は２
以上１０以下である。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　時計の共振器機構（１）の周波数を前記共振器機構（１）の固有周波数（ω０）付近に
維持及び調節する方法であって、
　周期的運動を有する前記共振器機構（１）に作用する少なくとも１つのレギュレータデ
バイス（２）を実装すること；及び
　前記固有周波数（ω０）の２以上１０以下の整数倍の値の０．９～１．１倍である調節
周波数（ωＲ）によって、前記共振器機構（１）が備えるゼンマイの有効長さに対する少
なくとも１つの調節を行うことによって、前記周期的運動が前記共振器機構（１）の共振
周波数の少なくとも１つの周期的な変調を行うこと
を特徴とする、方法。
【請求項２】
　前記共振器機構（１）が備える前記ゼンマイの断面積の少なくとも１つの調節、及び／
又は前記共振器機構（１）が備える復元手段の弾性係数の少なくとも１つの調節、及び／
又は前記共振器機構（１）が備える前記復元手段の形状の少なくとも１つの調節を行うこ
とによっても、前記周期的運動が前記共振器機構（１）の前記共振周波数の周期的な変調
を行うことを特徴とする、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記方法は、少なくとも１つのゼンマイ‐テンプ組立体（３）を含む前記共振器機構（
１）に適用され、
　前記ゼンマイ‐テンプ組立体（３）は、第１の外側端部（６）をヒゲ持ち（５）に、第
２の内側端部（８）をヒゲ玉（７）に保持されたヒゲゼンマイ（４）を有し、
　前記少なくとも１つのレギュレータデバイス（２）は、前記ヒゲゼンマイ（４）の有効
長さの周期的振動を制御することにより作用するよう作製されている
ことを特徴とする、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記共振器機構（１）は、少なくとも１つのヒゲピン（１１）を有する緩急針機構を備
え、
　前記ヒゲゼンマイ（４）の前記長さは、不連続様式又は二元様式で２つの長さに変動し
、前記２つの長さの間には中間状態が存在しない
ことを特徴とする、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記緩急針機構は、前記少なくとも１つのヒゲピン（１１）を支持する枢動緩急針（１
２）を備えていること；及び
　前記緩急針（１２）の周期的枢動を修正することによって、前記少なくとも１つの前記
ピン（１１）と前記ヒゲゼンマイ（４）との接触点を周期的に修正し、これにより前記ヒ
ゲゼンマイ（４）の前記有効長さを修正すること
を特徴とする、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記ヒゲゼンマイ（４）は、前記少なくとも１つのピン（１１）を収容するよう形成さ
れたハウジング（１３０）を有する構造体（１３）を備えていること；及び
　前記少なくとも１つのピン（１１）は、前記ヒゲゼンマイ（４）と一体である前記構造
体（１３）内に格納されるように移動し、前記ヒゲゼンマイ（４）は前記少なくとも１つ
のピン（１１）によってロックされること
を特徴とする、請求項４に記載の方法。
【請求項７】
　前記ヒゲゼンマイ（４）の前記有効長さは連続的に変動することを特徴とする、請求項
３に記載の方法。
【請求項８】
　前記共振器機構（１）は、前記少なくとも１つのヒゲピン（１１）を支持する前記緩急
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針（１２）を有する前記緩急針機構を備えていること、並びに
　クランクロッドシステムを有する前記レギュレータデバイス（２）を用いて前記緩急針
（１２）を連続的に作動及び移動させる
ことを特徴とする、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　カム（１４）を有する前記レギュレータデバイス（２）を使用して、前記カム（１４）
と前記ヒゲゼンマイ（４）との接触点の前記ヒゲゼンマイ（４）に沿った位置を修正する
ことにより、前記ヒゲゼンマイ（４）の前記有効長さを連続的に修正することを特徴とす
る、請求項７に記載の方法。
【請求項１０】
　前記ヒゼゲンマイ（４）の両側に配設された２つの可撓性ストリップ（１５）を有する
前記レギュレータデバイス（２）を使用し、
　前記可撓性ストリップ（１５）は、前記ヒゲゼンマイ（４）の末端曲線（１７）を有す
る長さが連続的に可変である接触弧（１６）において押圧されている
ことを特徴とする、請求項７に記載の方法。
【請求項１１】
　前記２つの可撓性ストリップ（１５）を単一の運動から作動させるための可撓性案内シ
ステムを有する前記レギュレータデバイス（２）を使用することを特徴とする、請求項１
０に記載の方法。
【請求項１２】
　磁石及び／又は静電層‐構成要素及び／又はエレクトレットを使用して、前記ゼンマイ
の剛性の局所的修正を行うことにより、前記ゼンマイの前記有効長さの修正を行うことを
特徴とする、請求項１～１１のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記調節周波数（ωＲ）は、前記固有周波数（ω０）の２倍であることを特徴とする、
請求項１～１２のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１４】
　少なくとも１つのゼンマイ‐テンプ組立体（３）を有する少なくとも１つの時計用共振
器機構（１）を含む、ムーブメント（１０）であって、
　前記ゼンマイ‐テンプ組立体（３）のヒゲゼンマイ（４）は、第１の外側端部（６）を
ヒゲ持ち（５）に、第２の内側端部（８）をヒゲ玉（７）に保持されている、ムーブメン
ト（１０）において、
　前記ムーブメント（１０）は、前記固有周波数（ω０）の２以上１０以下の整数倍の値
の０．９～１．１倍である調節周波数（ωＲ）によって、前記ヒゲゼンマイ（４）の有効
長さの周期的振動を制御するよう配設された、少なくとも１つのレギュレータデバイス（
２）を含むことを特徴とする、ムーブメント（１０）。
【請求項１５】
　前記ムーブメント（１０）は、少なくとも１つのヒゲピン（１１）を有する緩急針機構
を含み、前記緩急針機構は、前記少なくとも１つのヒゲピン（１１）を支持する枢動緩急
針（１２）を有すること；及び
　前記レギュレータデバイス（２）は、前記緩急針（１２）の周期的枢動を制御して、前
記少なくとも１つのピン（１１）と前記ヒゲゼンマイ（４）との接触点を周期的に修正し
、これにより前記ヒゲゼンマイ（４）の前記有効長さを修正すること
を特徴とする、請求項１４に記載のムーブメント（１０）。
【請求項１６】
　前記ムーブメント（１０）は、前記少なくとも１つのヒゲピン（１１）を有する前記緩
急針機構を有すること；
　前記ヒゲゼンマイ（４）は、前記少なくとも１つのピン（１１）を収容するよう形成さ
れたハウジング（１３０）を有する構造体（１３）を備えていること；及び
　前記レギュレータデバイス（２）は、前記少なくとも１つのピン（１１）の周期的枢動
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を制御して、前記ヒゲゼンマイ（４）と一体である前記構造体（１３）内に前記ピンを格
納し、前記ヒゲゼンマイ（４）は前記ピン（１１）によってロックされること
を特徴とする、請求項１４に記載のムーブメント（１０）。
【請求項１７】
　前記ムーブメント（１０）は、前記少なくとも１つのヒゲピン（１１）を有する前記緩
急針機構を有し、前記緩急針機構は、前記少なくとも１つのヒゲピン（１１）を支持する
前記枢動緩急針（１２）を有すること；並びに
　前記レギュレータデバイス（２）は、前記緩急針（１２）を連続的に作動及び移動させ
るためのクランクロッドシステムを有すること
を特徴とする、請求項１４に記載のムーブメント（１０）。
【請求項１８】
　前記ムーブメント（１０）は、カム（１４）を有する前記レギュレータデバイス（２）
を含み、
　前記カム（１４）は、前記カム（１４）と前記ヒゲゼンマイ（４）との接触点の前記ヒ
ゲゼンマイ（４）に沿った位置を修正することにより、前記ヒゲゼンマイ（４）の前記有
効長さを連続的に修正するためのものである
ことを特徴とする、請求項１４に記載のムーブメント（１０）。
【請求項１９】
　前記ムーブメント（１０）は前記レギュレータデバイス（２）を有し、
　前記レギュレータデバイス（２）は、前記ヒゲゼンマイ（４）の両側に配設された２つ
の可撓性ストリップ（１５）を有し、
　前記レギュレータデバイス（２）は、前記ヒゲゼンマイ（４）の末端曲線（１７）を有
する長さが連続的に可変である接触弧（１６）において、前記可撓性ストリップ（１５）
を前記ヒゲゼンマイ（４）に対して押圧する
ことを特徴とする、請求項１４に記載のムーブメント（１０）。
【請求項２０】
　前記レギュレータデバイス（２）は、前記２つの可撓性ストリップ（１５）を単一の運
動から作動させるための可撓性案内システムを有することを特徴とする、請求項１９に記
載のムーブメント（１０）。
【請求項２１】
　前記レギュレータデバイス（２）は、前記２つの可撓性ストリップ（１５）を単一の運
動から作動させるための前記可撓性案内システムを有することを特徴とする、請求項１７
に記載のムーブメント（１０）。
【請求項２２】
　請求項１４～２１のいずれか１項に記載のムーブメント（１０）を少なくとも１つ含む
、時計（３０）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、時計の共振器機構の周波数をその固有周波数付近に維持及び調節する方法に
関する。
【０００２】
　本発明は、また少なくとも１つのゼンマイ‐テンプ組立体を含む少なくとも１つの共振
器機構を含む時計ムーブメントにも関し、前記ゼンマイ‐テンプ組立体のヒゲゼンマイは
、その第１の外側端部をヒゲ持ちに、第２の内側端部をヒゲ玉に保持されている。
【０００３】
　本発明は、また少なくとも１つのこのような時計ムーブメントを含む時計にも関する。
【０００４】
　本発明は、機械式腕時計製作におけるタイムベース、特にゼンマイ‐テンプ共振器に基
づいたタイムベースの分野に関する。
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【背景技術】
【０００５】
　時計のタイムベースの性能の向上に対する模索は不変の関心事である。機械式腕時計の
時間測定性能に対する有意な制約は従来のインパルス脱進機の使用によるものであり、い
ずれの脱進機の解決策も、このタイプの干渉を回避できていない。
【０００６】
　同一の出願人による特許文献１は、第１の低周波共振器（例えばおよそ数ヘルツ）及び
第２の高周波共振器（例えば約１キロヘルツ）を含む結合式共振器を開示している。この
発明は、第１の共振器及び第２の共振器が恒久的な機械的結合手段を含み、前記結合によ
り、外部干渉を受けた場合、例えば衝撃を受けた場合に周波数を安定させることを可能と
することを特徴とする。
【０００７】
　ＰＡＴＥＫ　ＰＨＩＬＩＰＰＥ　ＳＡによる特許文献２は、ヒゲゼンマイによって機械
的に維持される発振テンプと、テンプを同期するための固定の部材に磁気結合された振動
部材とを含む時計ムーブメントを調節するための可動組立体を開示している。テンプ及び
振動部材は、振動及び同時に発振する同じ単一の可動要素で形成されている。振動部材の
振動周波数は、テンプの発振周波数の整数倍である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】欧州特許第１８４３２２７Ａ１号
【特許文献２】スイス特許第６１５３１４Ａ３号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、可能な限り精密であるタイムベースを製造することを提案する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　この目的のために、本発明は、時計の共振器機構の周波数をその固有周波数付近に維持
及び調節する方法に関し、この方法は：周期的運動を有する前記共振器機構に作用する少
なくとも１つの調節機構を実装すること；及び前記固有周波数の整数倍の値の０．９～１
．１倍である調節周波数によって、前記共振器機構が備えるゼンマイの有効長さに対して
少なくとも１つの調節を行うことにより、前記周期的運動が前記共振器機構の共振周波数
の少なくとも１つの周期的な変調を行うこと（前記整数は２以上１０以下である）を特徴
とする。
【００１１】
　本発明はまた、少なくとも１つのゼンマイ‐テンプ組立体を有する少なくとも１つの共
振器機構を含む時計ムーブメントにも関し、前記ゼンマイ‐テンプ組立体のヒゲゼンマイ
は、その第１の外側端部をヒゲ持ちに、第２の内側端部をヒゲ玉に保持され、前記時計ム
ーブメントは、前記ヒゲゼンマイの有効長さの周期的振動を制御する少なくとも１つのレ
ギュレータデバイスを含むことを特徴とする。
【００１２】
　本発明はまた、少なくとも１つのこのような時計ムーブメントを含む時計にも関する。
【００１３】
　本発明の他の特徴及び利点は、添付した図面を参照しながら以下の詳細な説明を読むこ
とにより、明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】図１は、互いに対して取り付けられた２つのゼンマイ‐テンプを有する音叉の概
略図である。
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【図２】図２は、２つのピンを有する緩急針機構を備えたヒゲゼンマイの概略図であり、
この機構は２つの異なる接触位置の間で枢動する緩急針を有し、緩急針が備える２つのピ
ンは、ヒゲゼンマイの外側コイルを挟んで、不連続様式でゼンマイの有効長さを変動させ
る。
【図３】図３は、２つのピンを有する緩急針機構を備えたヒゲゼンマイの概略図であり、
前記ヒゲゼンマイは２つのピンの少なくとも一方、又は両方のピンを収容するよう考案さ
れたハウジングを備えた構造体を支持し、前記構造体は、ヒゲゼンマイの有効長さを不連
続様式で変動させるために、ピンによってロックされるように配設されるヒゲゼンマイと
一体である。
【図４】図４は、２つのピンを有する緩急針機構を備えるヒゲゼンマイの概略図であり、
この緩急針機構は、ヒゲゼンマイの有効長さを連続的に変動させるための、緩急針の連続
的な運動を作動させるためのクランクロッドシステムを有する。
【図５】図５は、ヒゲゼンマイの有効長さを連続的に変動させるためにカムがその上を押
圧しているヒゲゼンマイの概略図である。
【図６】図６は、ヒゲゼンマイの有効長さを連続的に変動させるために、ヒゲ持ちの近傍
においてヒゲゼンマイの両側に位置決めされ、ヒゲゼンマイの末端曲線を挟む２つの可撓
性ストリップによって、ヒゲ持ちの近傍において挟まれているヒゲゼンマイの概略図であ
る。
【図７】図７は、図６の変形例を示し、ここでは可撓性案内システムが、ヒゲゼンマイの
有効長さを連続的に変動させるために、単一の運動から２つのストリップを作動させる。
【図８】図８は、ゼンマイ‐テンプ組立体を含む共振器機構の概略図であり、ゼンマイ‐
テンプ組立体のヒゲゼンマイは、その第１の外側端部をヒゲ持ちに、第２の内側端部をヒ
ゲ玉に保持され、レギュレータデバイスはヒゲゼンマイの有効長さの周期的変動を制御す
る。
【図９】図９は、本発明によって調節される共振器機構を有する機械式ムーブメントを含
む腕時計のブロック図である。
【図１０】図１０は、図４の変形例を示し、ここでピンの一方は、前記結合を実施する第
１の２周波共振器の外側端部にある。
【図１１】図１１は、別の２周波共振器によるヒゲゼンマイの有効長さを修正する原理を
示し、ここでピンの少なくとも一方はテンプ上に位置する。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明の目的は、機械式時計、特に機械式腕時計を可能な限り精密に作製するためのタ
イムベースを製造することである。
【００１６】
　前記目的を達成する１つの方法は、直接的に又は脱進機を介して、異なる共振器を連携
させることからなる。
【００１７】
　脱進機機構に関連する不安定性の因子を克服するために、パラメトリック共振器システ
ムにより、脱進機の影響を低減し、これによって腕時計をより精密なものとすることがで
きる。
【００１８】
　本発明によるパラメトリック発振器は、発振を維持するために、発振器のパラメータの
うちの１つを、調節すべき発振器システムの固有周波数の整数倍の値の０．９～１．１倍
である調節周波数ωＲによって変動させることからなるパラメトリックな作動を利用し、
前記整数は２以上１０以下である。この調節周波数ωＲは、好ましくは固有周波数ω０の
整数倍、特に２倍である。
【００１９】
　慣例により、そしてこれらを明確に区別するために、「レギュレータ（ｒｅｇｕｌａｔ
ｏｒ）」２はここでは発振器を指し、ここでは「共振器（ｒｅｓｏｎａｔｏｒ）」１と呼
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ばれる他方の維持されるシステムを維持及び調節するために使用される。
【００２０】
　次元１のパラメトリック共振器のラグランジアンＬは：
【００２１】
【数１】

【００２２】
　ここでＴは運動エネルギ、Ｖはポテンシャルエネルギであり、前記共振器の慣性Ｉ（ｔ
）、剛性ｋ（ｔ）及び静止位置ｘ0（ｔ）は時間の周期関数であり、ｘは共振器の一般化
座標である。
【００２３】
　強制及び減衰パラメトリック共振器の方程式は、ラグランジアンＬに関するラグランジ
ュ方程式によって、強制関数ｆ（ｔ）及び散逸機構を考慮したランジュバンの力（Ｌａｎ
ｇｅｖｉｎ　ｆｏｒｃｅ）：
【００２４】
【数２】

【００２５】
を加えることにより得られ、ここでｘにおける一次導関数の係数は：
【００２６】
【数３】

【００２７】
であり、β（ｔ）＞０は損失を表す項であり、ここでゼロ次項の係数は共振周波数
【００２８】

【数４】

【００２９】
に依存する。関数ｆ（ｔ）は非強制発振器の場合、値０をとる。この関数ｆ（ｔ）も周期
関数であるか、又はディラックのインパルス表現関数である。
【００３０】
　本発明は、維持又は調節に使用する発振器の作用によって、前記共振器（１）の有効長
さ及びこれに伴って剛性ｋ（ｔ）を変動させることからなり、前記共振器（１）は、調節
すべき発振器システムの固有周波数ω０の整数倍の値の０．９～１．１倍である調節周波
数を有し、前記整数は２以上１０以下である。
【００３１】
　特定の実施形態では、調節周波数ωＲは、調節すべき共振器システムの固有周波数ω０
の整数倍、特に２倍である。
【００３２】
　代替的なバージョンでは、共振器（１）の剛性に加えて、全ての項β（ｔ）、Ｉ（ｔ）
、ｘ0（ｔ）は、好ましくは調節すべき共振器システムの固有周波数ω０の整数倍、特に
２倍である調節周波数ωＲによって変動する。
【００３３】
　従って一般に、パラメトリック項の調節に加えて、維持又は調節に使用する発振器は、
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非パラメトリック維持項ｆ（ｔ）を導入し、非パラメトリック維持項ｆ（ｔ）の振幅はパ
ラメトリックレジームが得られたら無視できる。
【００３４】
　変形例では、強制項ｆ（ｔ）は第２の維持機構によって導入される。この方程式のパラ
メータは、周波数及び摩擦項βである。発振器品質係数はＱ＝ω／βで定義される。この
現象のより良い理解のために、これを長さが変動する振り子に例えることができる。この
ような場合、
【００３５】
【数５】

【００３６】
であり、ここでＬは振り子の長さ、ｇは重力の引力である。
【００３７】
　この特定の例では、長さＬが、周波数２ω及び十分な変調振幅δＬ（δＬ／Ｌ＞２β／
ω）によって、時間に関して周期的に調節された場合、システムはシステム自体を減衰さ
せることなく周波数ωで発振する。
【００３８】
　この原理は特に、ただしこれに限定されないが、機械式ゼンマイ‐テンプ共振器（ヒゲ
ゼンマイの一方の端部はテンプと一体化であるヒゲ玉に固定され、他方の端部はヒゲ持ち
に固定されている）を含む時計又は腕時計において使用できる。
【００３９】
　このタイプのゼンマイ‐テンプシステムのパラメトリック維持は、特に周期的にヒゲ持
ちを可動にすることにより達成できる。
【００４０】
　発振を維持でき、システムの精度は明らかに向上する。
【００４１】
　励振発振周波数（発振規則性を安定化させる必要があるシステムの周波数の２倍）の特
定の選択により、１回の完全な振動にわたる変調を実施すること、及びゼロ又は負減衰を
得ることが可能となる。
【００４２】
　このようなパラメトリック発振器システムの工業化は、２つの必須の機能：エネルギ供
給及び計数と関係がある。
【００４３】
　これらの２つの機能は、図１に示すように、互いに対して取り付けられた２つのゼンマ
イ‐テンプを有する音叉を用いて分離してよい。ここで、周波数２ωで発振する一方のゼ
ンマイ‐テンプは脱進機に関連し、周波数ωで発振する他方のゼンマイ‐テンプは計数機
能に関連する。図１は、調和発振器を用いた調節の本発明の一般原理を示す。共振器機構
が備えるゼンマイの有効長さの調節に関する本発明の特定の目的は他の図に示す。
【００４４】
　周波数項を発振させる（これはゼンマイ‐テンプの場合、慣性又は剛性を変動させるこ
とに相当する）のではなく摩擦損失を修正するか、又はアンバランスを用いてテンプの慣
性を修正することが好ましい場合がある。
【００４５】
　効率を最大とするために、維持は有利には、維持される共振器周波数の整数倍の周波数
、特に２倍の周波数によって実施される。機械的維持手段は様々な形態をとってよい。
【００４６】
　従って本発明は、時計の共振器機構１の周波数を、その固有周波数ω０付近に維持及び
調節するための方法に関する。
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【００４７】
　本発明によると、周期的運動によって前記共振器機構１に作用する少なくとも１つのレ
ギュレータデバイス２を実装する。
【００４８】
　この周期的運動は、固有周波数ω０の整数倍の値の０．９～１．１倍である調節周波数
ωＲによる、共振器機構１の共振周波数の少なくとも１つの周期的変調を必要とし、この
整数は２以上１０以下である。
【００４９】
　本発明の特定の変形例では、周期的運動は、固有周波数ω０の整数倍の値の０．９～１
．１倍である調節周波数ωＲによる、前記共振器機構１の共振周波数の少なくとも１つの
周期的変調、並びに前記共振器機構１の品質係数及び／又は静止点の少なくとも１つの周
期的変調を行い、この整数は２以上１０以下である。
【００５０】
　周期的運動は有利には、共振器機構１の剛性に少なくとも作用することで、共振器機構
１の共振周波数の周期的変調を行う。
【００５１】
　特定の変形例では、周期的運動は、共振器機構１の剛性の調節及び共振器機構１の慣性
の調節を行うことで、共振器機構１の共振周波数の周期的変調を行う。
【００５２】
　具体的には、共振器機構１がゼンマイ等で形成される少なくとも１つの復元手段を含む
場合、周期的運動は、共振器機構１が備えるゼンマイの有効長さの少なくとも１つの調節
を行うことで、共振器機構１の共振周波数の周期的変調を行う。
【００５３】
　特定の変形例では、周期的運動は、共振器機構１が備えるゼンマイの有効長さの少なく
とも１つの調節、及び／又は共振器機構１が備えるゼンマイの断面積の少なくとも１つの
調節、及び／又は共振器機構１が備える復元手段の弾性係数の少なくとも１つの調節、及
び／又は共振器機構１が備える復元手段の形状の少なくとも１つの調節を行うことで、共
振器機構１の共振周波数の周期的変調を行う。
【００５４】
　例示したように、本発明はより具体的には、ヒゲゼンマイの有効長さに対する作用によ
る時計の共振器の周波数調節に関する。
【００５５】
　本発明は、ヒゲゼンマイの有効長さ及びこれに伴って剛性を変動させることからなる。
【００５６】
　ピンを有する緩急針機構の使用によって、ヒゲゼンマイの有効長さを制限することが公
知である。緩急針機構は２つのピンを備えた緩急針を支持し、２つのピンの間をヒゲゼン
マイが通過する。有効長さの制限は、ヒゲゼンマイが少なくとも一方のピンと接触するこ
とにより、もたらされる。
【００５７】
　ヒゲゼンマイの有効長さは：
　‐二元様式：ヒゲゼンマイは２つの有効長さを有してよく、中間状態を有さない；
　‐連続様式
において変動させることができる。
【００５８】
　二元様式においてヒゲゼンマイの有効長さを変動させるために、第１の簡単な解決策は
、１対のヒゲピンを２つの異なる接触位置の間で枢動するように配設することからなり、
ここで２つのピンは、図２に示すように、ヒゲゼンマイの外側コイルを挟んで、有効長さ
を変動させる。（これは自己始動を補助できるヒゲゼンマイの僅かな回転も引き起こす。
）このような正確な場合には、有効長さを二元様式で変動させることができ、かつ静止点
及びこれに伴って２つのパラメータが修正される。
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【００５９】
　第２の解決策は、ヒゲゼンマイを、少なくとも１つのピン又は緩急針が２つのピンを有
する場合は両方のピンを収容するよう考案されたハウジングを備えた構造体に嵌合するこ
とからなり、ヒゲゼンマイのこの一体型構造は、図３に見られるように、ピンによってロ
ックされる。この変化は二元様式である。また、同様の原理に従って、単一のピンと、又
は従来の一対のピンと協働するようにそれぞれ配設された特定の数の段差（これはコイル
上の同数の非ロック用弾性ノッチによって形成される）において、有効長さを変更するこ
ともできる。このタイプの構造は、ＭＯＮＴＲＥＳ　ＢＲＥＧＵＥＴ　ＳＡによる欧州特
許第２４３４３５３号から公知である。
【００６０】
　ヒゲゼンマイの有効長さを公知の様式で変動させるために、図４に見ることができる第
３の解決策は、緩急針を作動させるためのクランクロッドシステムを前記機構に設けるこ
とからなる。この場合、図４に見られるように、緩急針１２の２つのピン１１がそれぞれ
弧を描き、これによって連続的な様式で有効長さが修正される。
【００６１】
　第４の解決策により、図５に見られるように、有効長さをカム１４によって連続的に変
動させることができる。先行する解決策とは異なり、ヒゲゼンマイのプレストレス印加及
び計数点の径方向位置も時間と共に変動する。
【００６２】
　第５の解決策は、２つの可撓性ストリップを有するヒゲゼンマイの有効長さを連続的に
変動させることからなり、前記２つの可撓性ストリップは、ヒゲゼンマイの両側において
、ヒゲ持ちの近傍に位置決めされ、またこれらは図６に見られるように、ヒゲゼンマイの
末端曲線を挟む。図７に見られるように、可撓性案内システムは、単一の運動から２つの
ストリップを作動させることができる。この変形ストリップ１５は弾性又は剛性であって
よく、これらストリップのヒゲ持ちに対向する端部はゼンマイによって保持されていても
よい。
【００６３】
　これらの機構のうちのいくつかは、例えば、ただしこれに限定されないが、図２のもの
と図６のもの、図２のものと図４のもの、図４のものと図６のもの又は他のもの等、互い
に組み合わせてもよい。特に、有利には磁石を用いて、ヒゲゼンマイの有効長さを変動さ
せてもよい。
【００６４】
　これらの機構は、またヒゲゼンマイの末端曲線に配置された磁石と周期的に協働する周
縁に磁石を備えた回転ホイールセット、又はその他の要素等のヒゲゼンマイの剛性を修正
する機構と組み合わせてもよい。
【００６５】
　同様に、静電要素又は静電層を実装して、ヒゲゼンマイの有効長さを変動させてもよい
。また、複合環境において、小型電子モジュールによって作動する圧電層でヒゲゼンマイ
を部分的に又は完全に覆うことにより、ヒゲゼンマイの剛性を修正することができること
も想定できる。
【００６６】
　クランクロッドシステムを有するパラメトリック脱進機により、（１つ若しくは複数の
）ヒゲピン又は緩急針自体又は可撓性ストリップを周期的に動かすことができるようにな
る。
【００６７】
　正弦波励振を伴うことは必須ではなく、多周波周期信号、即ち正弦波信号の重畳によっ
て、又は方形波信号（ステップ関数）によって、周波数の２倍における励振を実施できる
。具体的な実施形態では、重畳はその周波数が共振器周波数の数倍でさえある正弦波信号
の重畳を実施する。
【００６８】
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　維持用レギュレータは極めて精密である必要はない：精度のいずれの欠如は振幅の損失
のみをもたらし、周波数の変動は伴わない（当然、周波数が非常に変動しやすい場合はこ
れを回避すべきであり、例外である）。実際、これら２つの発振器、維持するレギュレー
タ及び維持される共振器は結合されないが、単一方向において一方が他方を維持する。
【００６９】
　好ましい実施形態では、これら２つの発振器の間に連結用ゼンマイは存在しない。
【００７０】
　本発明は公知の結合式発振器とは異なることは明白である：実際、本発明の実装は２つ
の発振器間のエネルギの伝達の可逆性（これは望ましくない）を必要とせず、寧ろ可能な
限り、一方の共振器から他方の共振器へと単一方向にエネルギを伝達する。
【００７１】
　本発明の具体的な変形例では、連続的な及び単調な静止計数機能も実施される。
【００７２】
　従って本発明は、時計の共振器機構１の周波数をその固有周波数ω０付近に調節する方
法に関する。この方法は、前記共振器１の有効長さの周期的変動を行う少なくとも１つの
レギュレータデバイス２を実装する。
【００７３】
　本発明によると、周期的運動は、前記固有周波数の整数倍の値の０．９～１．１倍であ
る調節周波数によって与えられ、前記整数は２以上１０未満である。
【００７４】
　本発明によると、この方法を、少なくとも１つのゼンマイ‐テンプ組立体３を含む共振
器機構１に適用し、前記ゼンマイ‐テンプ組立体３のヒゲゼンマイ４は、その第１の外側
端部６をヒゲ持ち５に、第２の内側端部８をヒゲ玉７に保持されており、少なくとも１つ
のレギュレータデバイス２は、ヒゲゼンマイ４の有効長さの周期的振動を制御することに
より作用するよう作製される。
【００７５】
　好ましい実装形態では、調節周波数ωＲは固有周波数ω０の２倍である。
【００７６】
　本明細書は、従来の配置でヒゲゼンマイの両側に２つのピンを含む緩急針と共に説明さ
れる異なる変形例を以下に提示する。これは有利な実施形態を構成するが、限定的なもの
ではない。特に、単一のピンを使用して、ヒゲゼンマイの有効長さを修正することが完全
に可能である。２つのピンを用いる実施形態のみを図示する。
【００７７】
　本方法の第１の実装形態では、共振器機構１は少なくとも１つのヒゲピン１１を有する
緩急針機構を備え、ヒゲゼンマイ４の長さは、不連続様式又は二元様式で２つの長さに変
動し、２つの長さの間には中間状態が存在しない。
【００７８】
　第１の実施形態の第１の変形例では、緩急針機構は、少なくとも１つのヒゲピン１１、
特に２つのヒゲピン１１を含む枢動緩急針１２を備え、緩急針１２の周期的枢動を制御す
ることによって、少なくとも１つの前記ピン１１、より詳細には複数のピン１１とヒゲゼ
ンマイ４との接触点を周期的に修正し、これによりヒゲゼンマイ４の有効長さを修正する
。
【００７９】
　この第１の実施形態の第２の変形例では、ヒゲゼンマイ４は、少なくとも１つの前記ピ
ン１１、又は２つのピン１１を受承するよう考案されたハウジング１３０を含む構造体１
３を備え、少なくとも１つのピン１１と一体である構造体１３内に格納されるよう移動し
、ヒゲゼンマイ４は１つ又は複数のピン１１によってロックされる。
【００８０】
　本方法の第２の実装形態では、ヒゲゼンマイ４の長さは連続的に変動する。
【００８１】
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　この第２の実装形態の第１の変形例では、共振器機構１は、少なくとも１つのヒゲピン
１１、特に２つのヒゲピン１１を含む緩急針１２を有する緩急針機構を備え、クランクロ
ッドシステムを含むレギュレータデバイス２を用いて、緩急針１２を連続的に作動及び移
動させる。
【００８２】
　この第２の実装形態の第２の変形例では、カム１４を含むレギュレータデバイス２を使
用して、カム１４とヒゲゼンマイ４との接触点のヒゲゼンマイ４に沿った位置を修正する
ことにより、ヒゲゼンマイ４の有効長さを連続的に修正する。
【００８３】
　この第２の実装形態の第３の変形例では、ヒゼゲンマイ４の両側に配設された２つの可
撓性ストリップ１５を有するレギュレータデバイス２を使用し、可撓性ストリップ１５は
、ヒゲゼンマイ４の末端曲線１７を有する長さが連続的に可変である接触弧１６において
、ヒゲゼンマイ４上に押圧されている。より具体的には、可撓性案内システムを有するレ
ギュレータデバイス２を使用して、２つの可撓性ストリップ１５を単一の運動から作動さ
せる。
【００８４】
　本発明の他の変形実装形態も可能である。特に、ヒゲゼンマイ４の周縁ではなく、ヒゲ
ゼンマイ４の中心を介したヒゲゼンマイ４の有効長さの修正を想定できる。また、例えば
ＭＯＮＴＲＥＳ　ＢＲＥＧＵＥＴ　ＳＡによる欧州特許第２４３４３５３号に開示されて
いるトリップ防止システム、又はヒゲゼンマイの可変長さの一部を剛性にすることができ
るシステムにおいて使用されるような、コイルを互いに結合するための機構を使用するこ
とにより、ヒゲゼンマイの中間コイルに作用することもできる。
【００８５】
　図１０も図４の変形例を示し、ここでピンの少なくとも一方は、第１の２周波共振器の
外側端部にあり、これは結合を実施する。有利には複数の発振器を重ねてもよい。
【００８６】
　図１１は、別の２周波共振器によるヒゲゼンマイの有効長さを修正する原理を示し、こ
こでピンの少なくとも一方はヒゲゼンマイ上に位置している。ここでも複数のシステムを
重ねてもよい。
【００８７】
　あらゆるタイプの共振器、ビーム、可撓性案内部材又は他の要素を一体化することが考
えられるため、ここで説明した変形例は非限定的なものである。
【００８８】
　有利には、ゼンマイ‐テンプ３の固有周波数の相対的変調振幅は、ゼンマイ‐テンプ３
の品質係数の逆数よりも大きい。
【００８９】
　ゼンマイの、特にヒゲゼンマイの有効長は、磁石及び／又は静電層‐構成要素、特にエ
レクトレットの使用によって得られるゼンマイの、特にヒゲゼンマイの剛性の局所的修正
によって修正することもできる。
【００９０】
　本発明はまた、少なくとも１つのゼンマイ‐テンプ組立体３を有する少なくとも１つの
共振器機構１を含む時計ムーブメントにも関し、前記ゼンマイ‐テンプ組立体３のヒゲゼ
ンマイ４は、その第１の外側端部６をヒゲ持ち５に、第２の内側端部８をヒゲ玉７に保持
されている。このムーブメント１０は、ヒゲゼンマイ４の有効長さの周期的振動を制御す
る、少なくとも１つのレギュレータデバイス２を有する。
【００９１】
　ある変形例では、このムーブメント１０は、ヒゲピン１１を有する緩急針機構を有し、
前記緩急針機構は、少なくとも１つのヒゲピン１１、特に２つのヒゲピン１１を有する枢
動緩急針１２を含み、レギュレータデバイス２は、緩急針１２の周期的枢動を制御して、
少なくとも１つのピン１１とヒゲゼンマイ４との接触点を周期的に修正し、これによりヒ
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ゲゼンマイ４の有効長さを修正する。
【００９２】
　別の変形例では、このムーブメント１０は、少なくとも１つのヒゲピン１１、特に２つ
のヒゲピン１１を有する緩急針機構を含み、ヒゲゼンマイ４は、少なくとも１つのピン１
１又は緩急針が２つのピンを有する場合は両方のピンを収容するよう考案されたハウジン
グ１３０を含む構造体１３を有し、レギュレータデバイス２は、少なくとも１つのピン１
１の周期的運動を制御して、ヒゲゼンマイ４と一体である構造体１３内にピンを格納し、
ヒゲゼンマイ４は少なくとも１つのピン１１によってロックされる。
【００９３】
　ある変形例では、このムーブメント１０は、ヒゲピン１１を有する緩急針機構を含み、
この緩急針機構は、少なくとも１つのヒゲピン１１、特に２つのヒゲピン１１を有する緩
急針１２を含み、レギュレータデバイス２は、緩急針１２を連続的に作動及び移動させる
ためのクランクロッドシステムを有する。
【００９４】
　ある変形例では、このムーブメント１０はカム１４を有するレギュレータデバイス２を
含み、このカム１４は、カム１４とヒゲゼンマイ４との接触点のヒゲゼンマイ４に沿った
位置を修正することにより、ヒゲゼンマイ４の有効長さを連続的に修正するためものであ
る。
【００９５】
　ある変形例では、このムーブメント１０はレギュレータデバイス２を有し、このレギュ
レータデバイス２は、ヒゲゼンマイ４の両側に配設された２つの可撓性ストリップ１５を
含み、またヒゲゼンマイ４の末端曲線１７を有する長さが連続的に可変である接触弧１６
において、可撓性ストリップ１５をヒゲゼンマイ４に対して押圧する。より具体的には、
このレギュレータデバイス２は、２つの可撓性ストリップ１５を単一の運動から作動させ
るための可撓性案内システムを有する。
【００９６】
　本発明はまた、少なくとも１つのこのような時計ムーブメント１０を含む時計３０にも
関する。
【符号の説明】
【００９７】
１　　　共振器機構
２　　　レギュレータデバイス
３　　　ゼンマイ‐テンプ組立体
４　　　ヒゲゼンマイ
５　　　ヒゲ持ち
６　　　第１の外側端部
７　　　ヒゲ玉
８　　　第２の内側端部
１０　　ムーブメント
１１　　ヒゲピン
１２　　枢動緩急針
１３　　構造体
１４　　カム
１５　　可撓性ストリップ
１６　　接触弧
１７　　末端曲線
３０　　時計
１３０　ハウジング
ω０　　共振器機構の固有周波数
ωＲ　　調節周波数
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